
       

多様化する農協の販売事業方式
――　３農協の事例より　――

　
　
　
１ 青果物の流通チャネルは卸売市場経由が大宗を占めている。この卸売市場取引におい
て，仲卸業者の大口顧客である量販店のニーズ（品質と規格の統一性と数量・価格の安定性）
に応じるために，1960年代，70年代を通じて，農協系統では，共同選果，共同出荷，共同
計算，無条件委託の４点を特徴とする共同販売体制の確立・整備が図られてきた。
　　しかし80年代半ば以降は，青果物卸売市場経由率が徐々に低下するなど，それまでの流
通構造に変化が生じている。この要因として，農協販売事業の視点からみると，量販店や
外食産業の市場外仕入れおよび生産者の直接販売の増加等の点が注目される。
　　そこで本稿では，流通構造の変化に合わせて，卸売市場出荷以外にも取引対応している
３農協の事例を現地での聞き取り調査の結果を中心に紹介する。

２．Ａ農協は青果物取扱高の約２割を直接販売している。Ａ農協は，直販の精算方法として
「直販預り金制」を導入し，価格変動の緩衝財源を備えることで，商談において柔軟な価
格交渉を可能にしている。またＡ農協は，パッケージ・センターを設置したり，取引先の
数量変更要請に対応している。さらに代金回収リスク対策として，直販預り金制に加え
て，契約書締結や取引先の情報照会を行っている。Ａ農協は，リスク軽減のシステムを導
入し，さまざまな業務を担うことで，生産者の手取り額を高めることに貢献している。

３．Ｂ農協は，共同販売対象外の農産物取引について，生産者と加工企業との間に立ち，加
工企業との交渉，生産者との調整・指導，双方に対する情報伝達等の仲介を行っている。
　　生産者と加工企業が直接取引を行うことは，生産者にとっては業者に関する情報不足に
より，独自の販路開拓は難しく，代金回収等の面でリスクが大きい。一方，企業にとって
も生産者に関する情報不足により安定調達に不安が残るものと思われる。このような双方
の情報不足をＢ農協が補完することで，取引が円滑に行われている。

４．Ｃ農協は，精算時の価格を一本に平均化する共同計算から，アイテム別に平均化する共
同計算に変更した。これにより，直売している生産者グループも代金決済を中心に農協を
利用するようになった。さらにＣ農協は，直売グループに販路拡大のための情報を提供
し，直売に伴うリスク軽減のために移出業者と業務契約書を結んでいる。Ｃ農協は，代金
決済代行，情報提供や販売リスク対策等において農協利用のメリットを生み出している。

５．以上の３つの事例は，総じて，卸売市場出荷を中心とする共同販売以外に農協の関与を
要する機会が生じていること，また実際に農協が従来型の共同販売以外の方法でかかわる
ことで生産者にメリットをもたらすことができること，を示しているといえよう。

．

〔要　　　旨〕

農林金融2002・2
22　‐　118



       

　

　

　

　青果物の流通チャネルは，卸売市場が中

心となっており，総流通量の約８割を占め

ている。卸売市場取引では，仲卸の大口顧

客である量販店のニーズが重視されてい

る。そのニーズは，品質と規格の統一され

た農産物を不足が生じることなく安定的に

確保するというものである。

　このようなニーズに対応するために，

1960年代から70年代を通じて，農協系統で

は共同販売体制の確立・整備が図られてき

たとされる
（注1）
。共同販売（以下，共販）の特徴

は，①共同選果，②共同出荷，③共同計算，

④無条件委託の４点に集約できる。

　この目的は，①共同選果で規格・品質の

統一された農産物を，②共同出荷でロット

を大きくすることにより，価格交渉力を強

めること，さらに，③日々変動する市場価

格を一定期間プールする共同計算によっ

て，価格の平均化と配分の平等化を図るこ

と，④販売を無条件で受託することにより

農協経営への圧迫を回避すること，にある。
（注2）

　ただ，80年代半ば以降は，青果物の卸売

市場経由率が低下するなど，徐々にではあ

るものの卸売市場中心の流通構造に変化が

生じつつある。農林水産省「卸売市場デー

タ集」によると，野菜流通の市場経由率（転

送分を除いた市場経由量／総流通量）は，1985

年87％から99年83％へ低下している。この

大きな要因は，卸売市場を経由しない輸入

冷凍野菜が増加したことにある
（注3）

。このほ

か，農協販売事業の面からみると，市場外

仕入れが比較的多い量販店や外食産業の成

長や，生産者の直接販売の増加といった点

も無視できない。

　こうした流通構造の変化に合わせて，卸

売市場出荷を前提とした事業方式以外の対

応も行っている農協が現れている。
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　そこで本稿では，青果物販売において，

新たな事業展開を行っている３農協の事例

を現地での聞き取り調査の結果を中心に紹

介することにしたい。

　（注1）　杉浦八十二「新世紀の農協指導販売事業の
姿」（財）協同組合経営研究所『協同組合経営研究
月報』2001年３月号No.570，56～64頁参照。

　（注2）　大平慶二監修・御宿義編『JA法務読本』金
融財政事情研究会1986年，および全国農業協同組
合中央会『JA教科書販売事業』2001年参照。

　（注3）　藤島廣二「食品流通構造の変化と流通政
策」食料政策研究センター『食料政策研究』2001-
Ⅲ No.107,2001年,６～44頁参照。

　

　

　

　

　前述したように，一般に農協の出荷先

は，卸売市場出荷が大宗を占めている。農

協が量販店等に直接販売（以下，直販）する

ことには，販売先開拓や価格交渉の困難，

代金回収リスク等があるからである。

　ただ最近，生産者の手取り額を増加させ

るために，農協がある程度リスクを負って

直販を行っているケースがみられる。直販

の困難やリスクはいかにして軽減されてい

るのだろうか。 農協の事例をみてみよう。

　（1）　A農協の概況

　 農協は，九州地域の北部に位置し，農林

水産省の地帯区分では，都市的農村に分類

される。96年に８農協が合併して発足した

広域農協であり，2000年度の組合員数は

26,724人，うち正組合員数13,863人（正組合

員比率52％）となっている。

　（2）　販売事業の概況

　2000年の管内の粗生産額（生産者の自家消

費分を含む，以下同様）は433億円であり，

農協の販売品取扱高は300億円となってい

る。主な農産物は，イチゴ，茶，菊である。

このうち青果物を対象に 農協が直販を

行っている。その取扱高は27億円で，青果

物の取扱高全体の15％を占めている。直販

に対する生産者の理解が浸透してきたこと

により，直販取扱高は年々増加している。

　（3）　直販の概要

　ａ．直販開始の経緯

　合併にあたって，新しい農協は農業振興

をより重視してほしいという強い要望が組

合員からあった。そこで，合併の目玉とし

て，直販事業構想が提唱された。卸売市場

を通すことなく直販すれば，市場への支払

手数料がカットされ，生産者の所得が向上

するという考え方だった。 農協が販売ま

で行う「自己完結型」の方向を目指していた。

　しかし当初，直販の目標として農協青果

物取扱高の５割（約100億円）という数字が

一人歩きしたために，農協外からの反発は

大きかった。卸売業者からは，市場外流通

を進めるものであり，入荷が減少して収入

減になるので困ると反発された。仲卸業者

からは， 農協が自分たちの顧客を奪って

しまうとの反感を買った。生産部会も市場

から追放されるのではないかと不安を募ら

せていた。

　このような事情により，直販を青果物取

扱高の２割（約40億円）を目標とすることで
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　　――Ａ農協の事例――



       

妥協し，現在に至っている。

　b．直販の概要（イチゴのケース）

　 農協の直販取扱高の半分近くを占めて

おり，なおかつ取扱高の伸び率も大きいイ

チゴのケースを例に 農協の直販事業をみ

てみよう。

　（ａ）　生産者の出荷形態

　生産者の農産物出荷には２つの形態があ

り，一つは生産者が自らパック詰めして出

荷するものであり，もう一つは生産者が

パック詰めや選果せずにバラのまま出荷す

るものである。バラ出荷の場合には， 農協

のパッケージ・センターで，選果とパック

詰めが行われる。

　（b）　販売先

　イチゴの直販の場合，７割は全農集配セ

ンターを通じて，残りの３割は量販店・加
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第1図　A農協における直販事業システム（直販預り金制）
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工メーカーと直接取引を行っている。全農

集配センターと取引する理由は，①系統組

織であること，②代金回収リスクを軽減す

ること，③安定的な販売先を確保するこ

と，である。

　（c）　代金決済

　①直販預り金制

　生産者がパック詰め出荷した農産物の精

算方法として， 農協は98年に「直販預り金

制」を導入した（第１図）。

　これは，生産者によってパック詰めされ

た農産物について，生産者に一次精算する

ときに支払われる市場価格と，出荷前に量

販店との交渉で決められる販売価格との間

に生じる差額を積み立てて，年度末に二次

精算するという 農協独自のシステムであ

る。差額がプラスとなる取引で積み立て

て，マイナスとなる場合にそれを補てんす

る仕組みである。

　直販預り金から，直販課職員の人件費，

通信費等の経費を除いた額が，年度末に直

販出荷量に応じて部会に配分される（二次

精算）。部会から生産者には，直販を含む出

荷量全体に占める各生産者の出荷金額比率

で，部会の二次精算額を按分する。

　過去３年間の直販預り金の実績は，全取

扱品目を総合して年間を通してみるとプラ

スだった。

　②買い取り

　一方，生産者がパック詰めせずにバラで

出荷したイチゴについては， 農協が出荷

日の市場価格の85％で買い取る。

　買い取り額ならびにパック詰め費用の合

計と，取引先への販売額との差額は 農協

の損益になり，直販預り金には入らない。

　c．A農協の主な役割

　直販事業において， 農協が果たしてい

る主な役割は次の通りである
（注4）
。

　（ａ）　営業

　合併直後に開設した 農協の東京事務所

が主体となって，取引先の開拓，定期訪問

による関係維持等の営業活動を行ってい

る。

　商談を成立させるために，ときには卸売

市場価格を下回る価格の提示にも応じなけ

ればならない。このような価格変動の緩衝

財源とするために， 農協では前述した直

販預り金制を設けている。

　（b）　数量調整

　最終販売先の大部分を占める量販店との

取引においては，１～３週間前に数量・価

格を取り決めているものの，直前の数量変

更が常時発生する。このために，市場出荷

では少ない煩雑な数量調整業務にも 農協

が対応している。

　（c）　代金回収リスク対策

　 農協では代金回収リスクを軽減するた

めに，取引先と契約書を締結し，取引先に

ついて信用調査機関への情報照会を行って

いる。さらに，前述した直販預り金制は，

代金回収にかかるリスクのヘッジ機能も兼
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ね備えている。

　

　（d）　選果とパック詰め

　 農協のパッケージ・センターは，生産

者の選果とパック詰め労働の軽減を目的に

99年に開設された。イチゴのみならず，ナ

シ，モモ，トマト，ナス等の多品目集出荷

施設として機能している。

　d．生産者にとってのメリット

　自らパック詰めして出荷している生産者

にとっては，農協が直販することにより，

市場価格が最低限保証され，二次精算分が

手取り額の増加になるというメリットがあ

る。2000年度の二次精算額は1.4億円（直販

取扱高の５％）だった。

　一方，バラで出荷している生産者の場合

には，パッケージ・センターを利用するこ

とにより，とくに高齢生産者にとって負担

の大きい選果と包装のための労力が軽減さ

れる。

　（4）　小括

　 農協は，直販を行うために，営業，数量

調整，販売代金の回収・決済，農産物の選

果・パック詰め等多くの機能を担ってい

る。

　先進的事例としてしばしば取り上げられ

る甘楽富岡農協において，パッケージ・セ

ンターが農協の主体性発揮のポイントと

なっているといわれている
（注5）

。 農協におい

てもパッケージ・センターは，取引先の要

望に合わせたパック詰めを行うことによっ

て付加価値を高めた販売を実現している。

　また，直販預り金制によって， 農協は柔

軟な価格交渉によって有利販売を行い，な

おかつ価格変動や代金回収のリスクは軽減

されているように思われる。その結果，直

販で発生した直販預り金の二次精算分を生

産者にメリットとして配分することが可能

となっている。

　（注4）　以下の記述は，聞き取り調査に加えて，甲斐
田慎二「新たに直販事業を起こして」（財）協同組
合経営研究所『協同組合経営研究月報』99年８月
号No.551，３～10頁を参考にした。

　（注5）　「JA甘楽富岡に学ぶIT時代の農協改革」『自
然と人間を結ぶ』2001年７月号，農山漁村文化協
会2001年，27頁参照。

　

　

　

　

　近年，家計の食料支出において，中食（冷

凍食品，弁当など）や外食支出の割合が急速

に拡大している。それを担う中食・外食業

者は，原材料の仕入れに際して，数量・価

格・品質の安定性を重視している。しか

し，卸売市場におけるせりでは農産物の数

量・価格の変動が激しく，安定性を確保す

ることは難しいために，中食・外食業者や

それらに加工食品を販売している業者が，

市場外で生産者から直接調達する動きもみ

られる。

　ここで，中食・外食業者のニーズに対応

するために，農協が共販の対象にはならな

い取引について生産者と食品加工企業の仲

介を行っている事例をみてみよう。
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　（1）　B農協の概況

　 農協は，関東地域南部に位置し，農村地

帯に分類される。農村地帯とはいえ都心ま

では１時間の圏内にあり，交通の便は比較

的よい。2000年度の組合員数は2,838人，う

ち正組合員1,863人（正組合員比率66％）と

なっている。

　

　（2）　販売事業の概要

　2000年の管内の農業粗生産額は134億

円， 農協の販売品取扱高は63億円となっ

ている。主な農産物は，スイカやニンジン

等の青果物である。 農協の取扱高のうち

卸売市場を通さない直販は２割強

を占めており，主な取引先は，量販

店，食品加工企業，生協である。

　（3）　食品加工企業との取引

　　　　仲介

　 農協の販売事業においては，中

食・外食業者向け食品加工企業と

生産者との取引仲介が注目される

動きである。

　ａ．D株式会社との取引仲介の経緯

　 株式会社（以下， 社）は，生鮮

農産物を仕入れて，惣菜，カット野

菜やチルド食材に加工し，中食・

外食企業に卸売することを主な業

務としている。

　 農協は， 社の相談を受けた

農協の指定配送業者から話を持ち

かけられたことがきっかけとな

り，93年から 社と生産者との取引仲介を

始めた。当初の取引は１品目のみだった

が， 農協では，生産者の手取り額を増やす

ことになればよいという考え方で取り組み

始めた。取引開始直後に出荷不足が発生し

たときに他産地を紹介したことが 社の

農協への信頼を高め，これまで取扱量は増

加してきた。現在では，この企業との取引

は年間約３億円（ 農協取扱高の５％）にの

ぼっている。

　b．取引形態

　取引契約は 社と生産者が相対で行って
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いる。ただし，明文化されたものではなく，

業界慣行の口頭契約である。

　契約事項は，品目・栽培方法・数量・規

格・価格・代金決済方法等である。とはい

え規格は，加工食品として販売できるか否

かを，虫害等を勘案して決めたものであ

る。卸売市場出荷時のように見た目・大き

さ等に関する厳しい規格はない。

　現在，ハクサイ，キャベツ，ダイコン，

ニンジン等の14品目の取引を行っており，

１戸１品目を基本に，13戸の生産者が 社

と契約している。

　c．B農協の主な役割

　 社と生産者は相対で契約しているもの

の， 農協は主として，企画段階において次

のような役割を果たしている。取引の流れ

に沿ってみてみよう（第２図）。

　（ａ）　D社との交渉・調整

　まず 社が 農協に購入を希望する生産

物の品目等について打診する。これに対応

して， 農協は，気候条件・土壌条件等を勘

案して管内で生産できるかどうかを判断す

る。栽培可能と判断した作物について，栽

培方法（有機，減農薬，慣行栽培など），数

量，価格について交渉を進める（第２図

①）。

　栽培方法について有機栽培の要望があっ

た場合には，予想される病害虫の影響を

社と 社の取引先である中食・外食業者に

説明して納得してもらう。納得されないま

まに出荷して大量のロスが発生することを

避けるためである。

　また， 社から生産の実情に適さない少

量の取引が提示された場合には， 農協が

生産者の経営を維持できるように生産数量

を交渉し調整する。

　ちなみに管内で栽培することが難しい作

物については 農協が他産地を紹介してい

る。

　（b）　生産者の募集

　 社との品目・栽培方法・数量等の交

渉・調整を受けて， 農協は生産者を募集

する（第２図②）。農協職員が実績のある生

産者に話をもちかけたり，また2000年から

は 農協発行の広報誌を通じた募集も行っ

ている。

　（c）　生産者との生産条件の調整・指導

　 農協は，生産者の営農技術や過去の生

産実績を勘案して，生産者と協議の上，生

産品目・出荷重量・出荷時期を取り決めて

いる（第２図③）。契約を実行できない場合

に 農協全体の信頼が低下することを防ぐ

ためである。

　また， 農協は，天候要因等で単位当たり

収量が減少した場合に備えて，平年作の

120％の面積で栽培するように生産者に指

導している。契約量を超過した農産物は

農協の直売所で販売されるために，ロスを

少なくできる仕組みになっている。

　（d）　情報伝達

　生産者と話し合った結果を 農協が 社
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に伝える（第２図④）。その後， 社は全国各

地の生産者・単協・経済連や海外の取引相

手との数量等の調整を行った後，決定結果

を 農協に伝え，さらに 農協が生産者に伝

える（第２図⑤）。このようにして，毎年２

月に年間計画を立てて，出荷の時期・品

目・栽培方法・数量・価格を決定する。最

終的に，生産者・ 農協・ 社が参加して，

栽培方法等についての打合せを年１回行っ

ている（第２図⑥）。

　また 農協は，生産者側の要望を 社に伝

える。例えば，現在，販売代金は，出荷の

半月後に 社から生産者に入金されること

になっている。当初 社の提示した条件は

１か月後というものだった。しかし，それ

では生産者の資金繰りに支障を来すので，

半月後にしてもらうように 農協が 社に

要請したという経緯がある。

　また，農産物にクレームが発生した場合

には，まず 社から 農協に伝えられ， 農

協から生産者に伝達される（第２図⑦）。

　d．生産者にとってのメリット

　 社との取引では，農産物の庭先単価は

市場出荷に比べて低いものの，生産者の高

い手取り額を実現している。手取り額が高

い理由は，①運賃は 社が負担するため

に，生産者による運賃コスト負担がないこ

と，②規格は市場出荷ほど厳格ではなく，

市場出荷では規格外で出荷できなかった農

産物（品質に問題はないが形状のよくないも

の）も出荷できるためにロスが少ないこ

と，等による。

　（4）　小括

　中食・外食業者に生産者との相対取引の

ニーズがあったとしても，実際にこのよう

な取引を生産者と業者が直接行うことは，

双方にとってリスクが大きいものと思われ

る。なぜなら，生産者にとっては業者に関

する情報不足により，独自の販売経路開拓

は難しく，また代金回収等の面でリスクが

大きい。一方，業者にとっても生産者に関

する情報が不足しているために安定調達に

不安が残るからである。つまり両者にとっ

て情報不足の問題が存在しており，それを

補完するところに農協の関与する余地があ

る。とはいえ 社との取引は少数の生産者

に限定されて共販の対象とはならない。そ

こで， 農協は， 社と生産者の仲介役を務

めることにより，双方の情報不足を補い，

生産者の高い手取り額の実現というメリッ

トを生み出している。

　 農協が仲介役としての役割を発揮でき

る理由は，聞き取り調査によると，「指導課

職員が農業や流通に関する豊富な情報と業

者に提案できる能力をもっているため」と

いう。

　この事例は，共販以外にも農協が取引の

企画段階に関与することによって，加工業

者と生産者の農産物取引を実現できる可能

性があることを示している。

　

　

　

　

　前述したように，一般に農協での販売代
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金決済は日々市場によって異なる価格を一

定期間プールして平均化する共同計算が主

流となっている。共同計算には，手取り配

分の平等を図ることができる反面，農産物

の品質の違いが反映されないという側面も

ある。このようなマイナスの側面は農産物

の品質差を活かして販売するために，市場

外で直売したいという生産者の，農協利用

を遠ざける一つの要因になっている。この

問題を解消するために，従来の共同計算で

はなく，商品アイテム別に異なる複数の価

格で精算するシステムを導入した 農協の

事例をみてみよう。

　（1）　C農協の概況

　 農協は，甲信越地域北部に位置し，農村

地帯に分類されている。1964年に市内の農

協が合併して誕生した。2000年度の組合員

数は8,446人，うち正組合員数は5,567人（正

組合員比率66％）である。

　（2）　販売事業の概況

　2000年の管内の農業粗生産額（栽培キノ

コ類を含む）は223億円， 農協の販売品取扱

高は186億円となっている。キノコ類，果

実，野菜といった施設集約型農業が盛んで

ある。農産物の大部分は市場に出荷してい

るが，エノキ茸では生産量の２割を移出業

者（集荷し量販店に納入）や全農集配セン

ターを通して直売を行っている。以下，エ

ノキ茸を例にアイテム別共同計算を活用し

た取引をみてみよう。

　（3）　アイテム別共同計算方法の導入に

　　　　よる代金決済サービスの提供

　ａ．取引の概要とアイテム別共同計算導入

　　　の経緯

　 農協には６つのエノキ茸培養センター

があり，各培養センターは複数の異なるア

イテムを生産している。 農協が取り扱っ

ているアイテム数は，販売先の要望に合わ
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せた品質・重量・パッケージの組み合わせ

により，全部で48アイテムである。

　95年以前は，共販の場合には，アイテム

ごとに販売先や価格が異なっていても，精

算時の価格はプール計算で一つに平均化さ

れていた（第３図①）。農産物の品質の違い

を発揮できないプール計算を敬遠して，一

部の生産者グループは販売先を自ら開拓

し，移出業者に直売（ 農協では生産者によ

る直接販売のことを「直売」と呼ぶ）するよう

になった。このような農協を介さない出荷

の存在によって産地内での競合が発生し，

買い手側を有利にして，農協出荷を含む管

内産エノキ茸の価格低下圧力が強まるとい

う構図があった。

　そこで，96年から 農協では価格を１本

ではなくアイテム別にプール計算する方法

（ 農協では「複数共計」と呼ぶ）を導入した

（第３図②）。それは，産地内での競合対策に

加えて，農協を介さずに出荷しているとは

いえ組合員であり，何らかのサービスを提

供すべきであるという考え方に基づいたも

のだった。この計算方法を導入することに

よって，一部の直売グループも代金決済を

中心に 農協を利用するようになった。

　アイテム別共同計算のプールの期間は，

土曜日の荷受分から次週金曜日の荷受分の

出荷までである。市場出荷の場合も直売の

場合にも，生産者にはプール期間末日の２

週間後に精算される。このときに控除され

る農協手数料は，市場出荷の場合には取扱

額の1.3％，直売の場合には取扱額の1.8％

と，若干の差がある。直売の場合には，市

場出荷では不要な業者との交渉にかかる通

信費や煩雑な入金管理に費用がかかるため

である。

　b．C農協の主な役割

　この取引において， 農協はとくに次の

点で重要な役割を果たしている。

　（ａ）　代金決済と情報の把握

　移出業者ごとにアイテム，価格，入金日

が異なるので， 農協が行っている代金決

済は煩雑になっている。しかし，これによっ

て一部の直売グループを組織化することに

成功し，農協販売事業の利用割合は代金決

済ベースで，管内エノキ茸生産高の９割に

上昇した。

　（b）　情報の把握

　この結果， 農協は直売グループの販売

ルート・時期・数量等の情報を把握するこ

とで産地内での競合を回避し，業者からの

買いたたきをある程度防げるようになっ

た。

　また， 農協には，販売先の量販店のバイ

ヤーを通じて，販路開拓につながるような

さまざまな情報がもたらされる。 農協

は，このような情報を直売グループに伝

え，販路開拓支援を行っている。

　（c）　数量調整対応

　出荷数量は事前に取り決めているもの

の，移出業者からの変更要請が常に発生し

ている。減量要請で過剰になる場合には
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農協が市場に出荷している。反対に増量要

請があり，直売グループがこれに対応でき

ない場合には， 農協が移出業者と話し

合って対処している。

　（d）　代金回収リスク対策

　代金回収リスク対策として， 農協は移

出業者と業務契約書を締結している。契約

内容は，品目，数量，代金決済の期間と方

法，供託金額，代金決済が遅延した場合の

対処（延滞金の拠出）等である。

　すべての業者は， 農協に対して前回入

金から次回入金までの取引金額分を供託金

として拠出している。

　c．生産者のメリット

　直売グループにとって， 農協を利用す

ることは，手数料負担がかさむとはいえ，

①販路開拓につながる情報提供の支援が受

けられる，②代金決済が代行されることで

煩雑な事務から解放される，③代金回収の

確実性が高められる，等のメリットがあ

る。さらに，この方式の農協利用によって，

引き続き直売で，農産物の品質の違いを活

かしたより有利な販売が可能となってい

る。

　（4）　小括

　 農協では，直売を行っている組合員に

対してもサービスを提供するために，アイ

テム別共同計算の導入によって価格差を認

めると同時に，代金回収リスク対策を講じ

ている。アイテム別共同計算の導入は， 農

協の事業方式が従来の形式的平等から実質

的平等へと変容しつつあることを示してい

るものといえよう。

　一方，代金回収リスク対策として， 農協

では契約書締結や供託金の拠出を受けてい

るが，これを生産者個人や小規模出荷グ

ループのレベルで行うことは，それらを敬

遠する流通業者との力関係からみて，一般

に困難であろう。このような対策は，農協

が生産者を組織化し，販売先との交渉力を

有していることから可能になっていると思

われる。

　 農協は，従来型の共同計算を変更する

ことで，農協販売事業の利用の幅を拡大し

た好例といえよう。

　

　

　

　本稿では，生産者あるいは需要者のニー

ズに応じて，販売事業方式を変容させてい

る先進的な３つの事例について，各農協に

おける聞き取り調査の結果を中心に紹介し

た。

　最後に，３農協の事例を従来型共販の事

業方式と比較しつつ整理してみよう（第１

表）。

　 農協は，卸売市場出荷以外に，青果物の

約２割について直販を行い，従来型共販で

は視野に入りにくかった取引先の開拓や商

談を行っている。商談成立には柔軟な価格

交渉が不可欠であり，そのための緩衝財源

として， 農協は直販預り金制を設置した。

　また，単なる集出荷だけでなく， 農協の
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パッケージ・センターで一部パック詰めを

行うなど，組合員生産者各層へのきめ細か

い対応を行ったり，取引先からの数量変更

要請に対応する等，従来型共販よりも農協

の関与は大きいものとなっている。

　さらに，卸売市場出荷では必要性を感じ

なかったリスク対策については，直販預り

金制に加えて，契約書の締結や取引先の情

報照会を行うことで代金回収リスクを軽減

している。

　このように 農協は，いわば仲卸業者の

ようなさまざまな業務を行うことによっ

て，生産者の手取り額を高めることに貢献

している。

　 農協は，共販の対象にはならない農産

物について中食・外食向け加工業者との取

引仲介を行っている。従来型共販におい

て，農産物の集出荷に重きがおかれていた

こととは対照的に，この事例では企画段階

において農協が仲介することにより，取引

が円滑に行われている。

　 農協は，生産者の要望を反映させて，従

来の共同計算からアイテム別共同計算に変

更している。

　また直売グループに対して販路を拡大す

るための情報を提供したり，直売に伴うリ

スクを軽減するために， 農協が移出業者

と業務契約書を結んでいる。この事例にお

いても，集出荷業務というよりは，むしろ

情報提供，販売リスクの回避や代金決済代

行において，農協利用のメリットを生み出

している。

　３つの事例は総じて，卸売市場出荷を中

心とする共販以外に農協の関与を必要とす

る機会が生じていること，また実際に農協

が従来型の共販以外の方法でかかわること
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第1表　従来型共販と各事例との比較

従来型の
共販

A農協 B農協 C農協

企画・営業

集出荷

販売方法

販売リスク（価格
変動・代金回収）
を回避する方法

代金決済

　

共同選果

共同出荷

市場出荷

無条件受託
で農協のリ
スク回避

共同計算

量販店との商談

一部農協パッケー
ジ・センターで選果

共同出荷

農協が調整

農協による直販

①直販預り金制
②信用調査機関
　への情報照会
③契約書の締結

２回に分けて共同
計算

D社と生産者との
交渉仲介

取引別に対応

D社が集荷

D社と生産者の相
対取引

生産者とD社によ
る口頭契約

D社から生産者に
直接入金

販路開拓等につながる
バイヤー情報の提供に
よる支援

培養センター別に選果

移出業者が集荷

減量要請で過剰時は農
協に出荷，増量要請で
不足時は農協が移出業
者と調整

生産者による直売

①農協と卸売問屋との
業務契約書締結
②卸売問屋からB農協
へ供託金を拠出

アイテム別共同計算

選果

出荷

数量変更
要請対応

資料　各農協における聞き取り調査より作成
（注）　 は農協がかかわっていることを示す。

直販の事例 D社との取引仲介
の事例

直販グループ対応の
事例



       

によって生産者にメリットをもたらすこと

ができること，を示している。
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（尾高恵美・おだかめぐみ） 
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［訂　　正］

　前月号（2002年１月号・通巻671号）論調「2002年度の組合金融の展望」に
誤りがありました。
　お詫びして，訂正いたします。

頁 所　在 誤 正

39 左段
上から
13行目

　この背景には，①2004年３月までは，普
通預金口座の場合全額保護されること，

　この背景には，①2003年３月までは，普
通預金口座の場合全額保護されること，


